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１．気候変動による沿岸部への影響 

2014年11月に公表されたIPCC第5次評価報告書の

統合報告書によれば、気候システムの温暖化には疑

う余地がなく、大気と海洋は温暖化し、海面水位は

上昇しているとされている。また、1950年頃以降、

多くの極端な気象及び気候現象の変化が観測されて

おり、これらの変化の中には極端に高い潮位の増加

が含まれるとされている。このため、沿岸域におい

て気候変動への対応が求められており、海面水位の

上昇や台風の強大化等にともなう高潮被害への影響

について検討することが重要である。 

２．高潮被害の影響の評価  

巨大台風に対する沿岸の高潮被害への対応につい

ての知見を得るため、台風1330号（Haiyan）の被災

地において、港空研と共同で現地調査を行い、被災

状況1)や住民の避難行動2)についてとりまとめた（写

真）。激烈な台風1330号（最強時の中心気圧895hpa）

は、2013年11月にフィリピン南部の島嶼部を横断し、

台風経路上の島々の沿岸部に高潮被害をもたらして

いる。また2014年12月17日低気圧による根室港およ

び周辺地域の高潮被害についても現地調査を行った。 

地球温暖化の影響を考慮した将来の高潮浸水によ

 

写真 台風1330号（Haiyan）によるフィリピン 

港湾の被災状況（エスタンシア港）1),2) 

る被害リスクの変動について推計し、三大湾、瀬戸

内海および有明・八代海沿岸で被害リスクが大きく

なることを示した3) （図-1）。三大湾においては、

高潮浸水計算を行い、堤外地等の将来の浸水被害リ

スクの変動について検討を進めている（図-2）。 
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図-1 浸水人口の地域分布3) 図-2 高潮浸水計算例 

３．気候変動に対する適応策の方向性の検討 

高潮被害を含む気候変動の影響と適応策の方向性

を検討するため、海岸4省庁では沿岸部における気候

変動の影響及び適応策の方向性検討委員会（委員

長：磯部雅彦高知工科大学副学長）を設置して検討

を進めている4)。当研究室は委員会事務局の一員と

して、適応策の方向性のとりまとめを支援している。 

４．高潮被害に対する沿岸部の安全性確保に向けて 

将来の高潮被害の影響の変化に対して、沿岸域の

安全性の確保が求められる。このため、防潮施設の

安全性を把握するための潮位・波浪情報の観測技術

の高度化や港湾域の被災リスクの評価手法について

研究を進めている。 

【参考】 

1) 土木学会論文集B2，Vol.70，pp.I_1436-I_1440，2014． 

2) 土木学会論文集B2，Vol.70，pp.I_1441-I_1445，2014． 

3) 沿岸域学会誌，Vol.27，No.3，pp.63-74，2014． 

4) 国交省HP：沿岸部（海岸）における気候変動の影響及

び適応策の方向性検討委員会 

http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr7_000022.html 
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１．はじめに 

東日本大震災において、広範囲に宅地が液状化し、

住宅・社会資本に甚大な被害が生じたことから、国

総研では「沿岸都市の防災構造化支援技術に関する

研究」において、ボーリング調査データを用いた既

成市街地における宅地の液状化判定シート（「宅地

の液状化被害可能性判定計算シート」（平成25年7

月）を作成・提供し、液状化対策を支援してきた。 

一方、宅地の液状化の危険性を示す「液状化マッ

プ」は、洪水等の他のハザードマップに比べ整備が

遅れていることから、今回、宅地の液状化マップ作

成に取り組む地方公共団体を支援していくため、宅

地の液状化マップ作成支援ソフトを開発した。 

これにより、各地方公共団体で蓄積されているボ

ーリング調査データを活用して、国の「宅地の液状

化被害可能性判定に係る技術指針（平成25年4月）」

（以下「技術指針」という。）に準拠した液状化マ

ップが容易に作成できるようになり、液状化マップ

の普及が促進され、宅地の液状化に対する事前対策

や住民への情報提供が進むことが期待される。 

 

２．液状化マップ作成支援ソフトの概要  

 宅地の液状化マップ作成支援ソフトは、ボーリン

グ調査データとボーリング調査地点の位置情報を入

力することにより、前述の国総研の液状化判定シー

トをもとに当該調査地点の液状化の危険性が判定さ

れ、地理院地図を基図としたマップ上に250m又は

500mのメッシュで色分け表示（①）するとともに、

当該調査地点をクリックすることにより、その地点

の液状化判定シートの詳細も表示（③）できるもの

である。 

判定の前提条件としては、国の技術指針が想定す

る地震動に基づく液状化被害可能性判定を基本とす

るが、必要に応じて地域ごとに想定される地震動に

対して判定を行い、より詳細な検討に利用すること

も可能である。さらに、新たなボーリング調査デー

タを追加していくことで、メッシュ内の液状化判定

の情報量が増え、液状化マップの質が高められる。 

この液状化マップ作成支援ソフトは、平成26年度

末に国総研ホームページで公表予定である。 

【参考】国総研ホームページ「宅地防災」 

http://www.nilim.go.jp/lab/jbg/takuti/takuti.html 
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シート（プレゼンシー
ト（PDF））と連動

2分の1地域メッシュ
（500m）または、4分
の1地域メッシュ
（250m）で表示

ボーリング地点ごとに
作成

必要に応じて新た
なボーリング調査
を計画、実施

ボーリング調査データ
の入力

②液状化マップ（GIS）

GIS上でメッシュデータ

にボーリング調査地
点を重ねて表示

PDF形式で出力

 

図 宅地の液状化マップ作成支援ソフトのイメージ 
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